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CSR報告の現在
「KPMG CSR報告に関する国際調
査2011」へようこそ。本報告書は、
CSR報告における動向に関してこ
れまでに公表された調査の中でも最
大かつ最も包括的な調査であると私
たちは考えています。この調査は、
Fortune Global 500に基づくグロー
バル企業250社および世界34ヶ国を
代表する3,400社を対象として実施し
ました。

1993年の最初の調査以来、KPMG
によるCSR報告に関する国際調査
は、変化し続けるCSR報告のその
時々の実態について報告するととも
に、全世界、各国および各業種にお
ける報告の動向に関して他に類のな
い洞察を提供してきました。

本報告書は、三部作の最初のもので
あり、今後の分析では、水、サプラ
イチェーンおよび規制への最適な対
応について焦点を当てる予定です。
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サマリー

CSR報告は企業にとって欠かせないものとなっている

CSRの世界で活動しているものにとって、CSR報告の拡大は驚
くほどのことではない。しかし、CSR報告の進化についての詳細
な分析からは、現在、企業に対して期待されていることについて、
説得力のある洞察を導き出すことができる。

企業は、CSR報告が、単に良き企業市民であるということを伝達
するためのものではなく、組織のイノベーションや学習を促し、ビ
ジネスを成長させ、企業価値を高めるために役立つものであると
いうことを、ますます認識するようになってきている。

したがって、CSR報告をまだ行っていない企業に対しては、報告
を始めるよう、明らかに大きなプレッシャーがかかっていると思わ
れる。社会的な文脈において企業が競争力を保つためのみならず、
コスト削減や新たなビジネスチャンスの創出という意味で、CSR
活動が企業にどのように影響を与えるかについて理解を深めるた
めにも、CSR報告を行うことは今後ますます重要になるであろう。

世界の一部、とりわけアジア大洋州の企業や世界中の非上場企
業には、課題が多く残っている。どちらもより一層のCSR報告を

通して透明性を高める必要がある。

CSR報告をさらに促進するための施策を講じることで、各国の政
府も自らの役割を果たすことが可能である。それを明白に示す例
として、スウェーデンや南アフリカなどの国々での事例を挙げる
ことができる。程度の差はあるにしても、こうした国々の事例は、
政府による介入によってCSR報告の導入を促進することができる
ことを如実に示している。

CSR報告は経済的価値を高める

かつて、CSR報告は、企業が社会に対して倫理的な義務を果た
すためのものであると捉えられてきたが、今では多くの企業がビ
ジネスを行う上で欠かせないものであると認識するようになって
いる。「測定できるものは管理可能である」という格言のように、
CSR報告が経済的価値を生み出し、イノベーションを促すもので
あるということを、企業は実際の行動をもって示すようになってき
ている。私たち自身もこれまで、数え切れないほどの企業が、自
社のCSRデータを分析し、長期的な変化を遂げるための継続的
な改善を計画的に実施することを通じ、新たな改善の機会を発見
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するのを見てきた。

経済的価値は次の2つに大別される。すなわち、直接的なコスト
削減と市場での高い評判である。その両方を達成することができ
るCSRプログラムもある。例えば、「グリーン」製品の場合、廃棄
物と廃棄物処理費用の削減によって直接的な経費節減につなが
る場合が多く、その一方で投資家と消費者の両方からの評判を高
めることにもつながる。とはいえ、環境にやさしい製品であること
が特別ではなく当然のものとなるにつれ、「グリーン」製品は、間
もなくあまり意味をもたなくなるかもしれない。

結合報告（combined reporting）から
統合報告（integrated reporting）へ

近年、先進的な企業は、CSR報告と財務報告を合体して行う
ようになってきているが、これは2つの報告を1つの年次財務報
告書に合体させる形で行われることが多い。このような結合報告

（combined reporting）は、CSRがビジネスにどのようなインパク
トをもたらすかについて総合的に理解するための重要な通過点で
ある。しかし、その一方で、企業のビジネスパフォーマンスに関
する包括的な報告の中でCSR情報と財務情報とが取り扱われる
ようになれば、経営者と外部のステークホルダーにとって、より
価値のあるものになるであろう。

また、企業は、様々な受け手に向けてCSR情報を伝達する方法
を急速に多様化させつつある。より多くの企業が、CSR報告を伝
達するため、印刷された年次報告書に加え、複数の媒体を使うよ
うになっている。これに伴い、企業は、様々なステークホルダー
からの信頼を高め、企業価値を向上させるための包括的なコミュ
ニケーション戦略を構築し実施することに焦点を当てるようになる
であろう。

データの信頼性を引き上げる

世界的にCSR報告がまだ進化の途上にあることを考慮すれば、
読者や投資家は、CSR報告において過年度数値の修正が行われ
ているという事実をもって、CSR報告書の情報は総じて信頼でき
ないと判断するべきではない。修正が行われる頻度が高いという
ことは、むしろ、指標の算定方法、定義、報告対象範囲が確立
されつつあり、結果的に報告における一般的な水準が高くなって
いることを示している可能性が高い。

しかし、CSRデータに対して社外のステークホルダーや経営者の
目がより一層向けられるようになるにつれ、企業は、データの誤り
が自らの信頼や評判に対するリスクとなるばかりか、CSR報告か
ら得られる経営上の洞察やイノベーションに対しても影響があるこ

とに気付くであろう。したがって、企業とそのステークホルダーの
両方の将来的な要求が満たされるよう、ガバナンス、システムお
よび管理を改善することによって、データの信頼性をより高い水
準にまで引き上げることに焦点を当てなければならない。

第三者保証を最大限に活用する

CSR報告書や統合報告書の保証を外部の保証提供者に依頼する
企業が増えている。外部の第三者保証によって得られる主なメリッ
トとして、ほとんどの企業は信頼性の向上を挙げているが、私た
ちの経験からは、企業にもたらされる内部的なメリットは小さくない。

例えば、第三者保証の過程で、組織におけるプロセスやパフォー
マンスの改善の機会が特定され、それが改善の推進力となること
が多い。しかし、それだけではなく、本報告書が示すように、第
三者保証の利用を通じ、組織には、CSR報告を改善し、経営者、
顧客、投資家、ステークホルダーに対してより大きな価値を提供
する機会が得られる。

CSR報告をとりまく状況

本調査において、KPMGは、世界におけるCSR報告と第三者保
証の現状について明確に把握するため、グローバル企業250社お
よび34ヶ国を代表する3,400社の報告書を分析した。私たちは、
CSR報告のメリット、統合報告の導入、国際基準の利用を動機
付ける要因、第三者保証の利用などの様々な重要課題について
調査を行った。

本報告書では、進化を続けるCSR報告という分野における有益
なベンチマークやCSR報告に対する洞察を提供している。企業は、
自己評価のために、また、それぞれの目的に応じた結論を導き出
すために活用することができるだろう。

本報告書は、三部作の最初のものであり、今後の分析では、水、
サプライチェーンおよび規制への最適な対応について焦点を当て
る予定である。

他社とのベンチマーキング

自社におけるCSR報告のパフォーマンスについて、同地
域および同業種の企業と比較した、カスタマイズされた
ベンチマーク分析を入手するためには、各国のKPMGメ
ンバーファームにご連絡ください。
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KPMGによる企業報告の
四象限分析
KPMGは過去18年間にわたってこの国際調査を実施してきたが、その間、CSR報告は進化し続けている。これまでの
進化と、分析の対象とした34ヶ国、16業種の企業に代表される市場の成熟度を定量化するため、私たちは独自のモデ
ルを作成し、本調査で検討を行った以下の要素について評価し、評価結果を「コミュニケーションの質」と「プロセス
の成熟度」を軸とした四象限にプロットした。

◦	�情報システムとプロセス

◦	第三者保証（保証水準と範囲）

◦	過年度数値の修正

◦	複数の媒体によるコミュニケーション

◦	GRIガイドラインの利用

◦	統合報告

企業報告の四象限では、CSR報告書を発
行している企業について、各国の位置づけ
を図示した。四象限からは、様々な興味
深い洞察を導き出すことができるが、これ
は、企業や各国の規制当局にとって、国内
における報告状況の改善や他の主要な市
場とのベンチマーキングなどに有用な材料
となるであろう。

第一象限の「先頭集団」は、10年以上に
わたってCSRやCSR報告について対応を
行ってきた欧州諸国が大部分を占めてい
る。欧州企業は、強力なコミュニケーショ
ン能力と専門性を、その報告を通じて示し
てきた。特筆すべきは、インドがこの「先
頭集団」に属しているということであるが、
これはインドでCSR報告を実施している（限
られた数の）企業がCSRをかなり真剣に捉
えており、ガバナンス、内部統制、第三者
保証に厳格に取り組んでいることが反映さ
れている。

米州企業は、これまでのところ、CSRの
プロセスよりもコミュニケーションに焦点
を当ててきたと考えられる。報告と実際の
取り組みのバランスが取れていないことに
よって、評判に関するリスクが増大する可
能性もあり、これは、この地域の企業にとっ

て明らかに注意すべき領域である。

新興経済国の一部や貧困のある国々では、
これまでCSRやCSR報告に対してあまり
関心を払ってこなかったが、これは驚くほ
どのことではないと考える。しかし、本報
告書で述べるように、CSRをビジネスに統
合することによって得られる競争上の優位

性を考えれば、新興国や貧困のある国々
の企業がCSRに取り組むことは推奨される
ことである。

最後に、インド以外のアジアの2ヶ国も
CSRに関する測定やマネジメントのための
プロセスやシステムに適切な配慮を払って
いることは興味深い。第一象限から分か
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るように、中国と韓国の企業は、コミュニ
ケーションの側面にさらに焦点を当てるこ
とによって信頼性や評判を強化し得ると言
える。

先頭集団

「先頭集団」の企業および業種は、内部シ
ステムや外部に対する説明責任に関する専
門性とコミュニケーションの質において高
いスコアを得ている。これらの企業は、情
報システムを運用し、情報の信頼性を確保
するためのプロセスを実施しており、これ
はCSR報告書の修正がほとんどないか全
くないことにも表れている。「先頭集団」の
企業は、第三者保証を受けており、保証
の範囲や水準という点でも高いスコアを獲
得している。

コミュニケーションの軸では、これらの企

業はGRIガイドラインを用いてステークホ
ルダーのニーズに応え、信頼を獲得してい
る。また、情報の受け手に向けて複数の
媒体を用い、CSR情報を年次財務報告書
に含めることによって統合報告への第一歩
を踏み出している。

出遅れ組

第三象限の「出遅れ組」の企業は、これま
でのところ、CSRの実施とCSRへの取り
組みや成果に関するコミュニケーションの
いずれにおいても、勢いがあまり見られな
い。これらの企業は、報告に単一の媒体
を使用し、情報システムやプロセスの改善
の成果があまり見られない傾向がある。こ
の傾向から、これらの企業では、システム
改善を進めるための第三者保証の利用は
限定的なものにとどまっており、情報シス
テムやプロセスに関しても、「先頭集団」の

企業ほどには整備されていないということ
が読みとれる。

堅実派

第二象限の「堅実派」の企業は、第一象
限の「先頭集団」を目指して慎重な道を選
んでいる。まずは情報システムやプロセス
の整備に焦点を合わせ、継続的に実現で
きそうにないことについて大袈裟に喧伝す
るようなことは避けている。こうした企業
はCSRに対して真面目に取り組んでおり、
その結果として、CSRパフォーマンスをよ
りよく管理するために達成したことについ
てステークホルダーに伝えている。そして、
このような企業は、第三者保証を「先頭
集団」に近付くための方策と位置づけてお
り、保証の対象範囲を拡大させ、より高
い保証水準での保証を受けるようになって
いる。

外見重視派

「外見重視派」と思われる企業は、CSR報
告書で宣言している約束や設定した目標を
達成できないかもしれないという高いリス
クを冒している。こうした企業は、自らの
CSRに関する実績を効果的に伝達するた
め、複数の媒体を用い、CSR情報を年次
財務報告書に含めている一方で、同じ労力
をCSRのシステムやプロセスに費やすこと
はしない。結果として、「堅実派」の企業
と比べ、より効果的に読者に情報を伝達
することができているのかもしれない。し
かし、こうした企業は、投資家を含むステー
クホルダーからのフィードバックやプレッ
シャーを増幅させるリスクを冒している可能
性がある。
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世界の

CSR報告の現状
2011年に成熟期を迎えたCSR報告

ハイライト

◦	�世界の上位250社（G250企業）の95%がCSR活動に関する報告を行っており、報告を行っていない企業の3
分の2を米国企業が占めている。

◦	�CSR報告を行っている割合は、従来から行ってきている欧州の国々がこれまでどおり最も高いが、米州や中東、
アフリカ地域でも急速にCSR報告が拡大してきている。アジア大洋州は、CSR活動について報告を行ってい
る企業は半分程度にとどまっている。

◦	�調査対象とした34ヶ国の各国の上位100社（N100企業）に関しては、卸売・小売業、製薬業および建設業
においてCSR報告を行っている企業の比率が2008年調査から倍以上となった。しかし、卸売・小売業や運
輸業などの業種では、他の業種と比較して依然としてCSR報告の比率は低い。

◦	�N100企業のうち、CSR報告を行っている企業が上場企業では69%であったのに対して、同族企業では
36%、協同組合およびプライベートエクイティなどの投資家が所有する企業では約45%であった。

世界中で、CSR報告は、企業にとって欠かせないもの
となっている。本調査からは、企業はほぼ例外なく、
重要な社会的課題に対する自分たちの取り組みについ
て説明することに対して、より一層の意欲を示してい
ることがわかる。

CSR報告を行っている企業の数は、2008年に実施
した前回のKPMGによる調査から引き続き増加してい
る。実際、CSR報告は、かつては「どちらかと言え
ば行うのが好ましい」という程度のものと考えられて
いたのに対して、今ではほとんどの多国籍企業にとっ
て、世界中のどこで事業を行っているかにほぼ関係な
く、CSR報告は事実上の義務となっているように思わ
れる。

G250企業は100%に近い報告比率

グローバル企業250社のうち、現在、95%がCSR
報告を行っている。これは、2008年の調査と比べて
14%以上の大幅な伸びとなっている。このような高い
比率からは、ほぼ全ての企業がCSR報告を行ってい
ると考えることもできるが、G250企業の中でCSR報
告を行っていない企業の3分の2が米国企業であるこ
とには留意すべきであり、これらの企業は近い将来、
CSR報告を始める可能性が高いと思われる。
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Q

グローバル企業250社の95%がCSR活動についての
報告を行っている

N100企業は力強い進展

調査対象とした34ヶ国の各国の上位100社においても、全般的
な企業価値（必ずしも財務的な価値だけではない）に貢献するよ
うな企業活動に関して、ステークホルダーが一層の説明責任を求

めていることを企業がますます認識するようになっており、CSR
報告は確実に拡大している。

KPMGの見解

責任ある企業市民として受け止
められることを望む全ての企業
にとって、CSR報告は今や必要
不可欠な条件であることは明ら
かである。過去10年間、CSR
報告を動機付けるものとして、
特にイノベーションと学習が常
に上位に挙げられてきた。ここ
からは、数多くの企業が、市
場での明確な競争力を生み出
すために、自らのビジネスや製
品に関わるより一層のイノベー
ションを推し進める手段として、
CSR報告を捉えていることがわ
かる。

CSR報告は、調査対象とした34ヶ国の各国の上位
100社において確実に拡大している

N100企業のうち、CSR報告を行っている企業は2008年調査か
ら11ポイント増の64％となっており、過去3年間で大きな伸びが
見られる。今回初めて調査に参加した国と今回の調査には参加し

なかった国を除いて比較すれば、この割合は78％に達し、24ポ
イントの増加となる。

G250企業とは？
G250企業は、2010年におけるFortune Global 500のリストから選ばれた企業であり、十数

種を超える産業部門を代表する企業である。これらのうち最も多くを占めているのが金融・保
険・証券であり、次いで卸売・小売、石油・ガス、電機・コンピューター、通信・メディア、自

動車、電力・水道等となっている。また、これらの250社中208社が株式公開会社である。
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主要各国の状況
国レベルでのCSR報告

発展途上国での着実な進展

これまで欧州がCSR報告において一歩先んじていたが、2011年
調査によれば、欧州以外の地域が急速に追い上げている。欧州
企業の71%がCSR報告を実施しており、地域として引き続きトッ
プであるが、米州では69%、中東およびアフリカ地域では61%

の企業がCSR報告を行うようになっている。

しかし、アジア大洋州は引き続き遅れをとっており、CSRデータ
を開示している企業は半数未満（49%）にとどまっている。
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欧州企業の71%がCSR報告を実施しており、地域と
して引き続きトップであるが、米州企業が急速に追い
上げている

発展途上国にとってのグローバル化による
「リープフロッグ」効果については、様々な
見解がある。現在、欧州や米国に進出し
ている多くの発展途上国の企業は、それ
らの市場で先進国の企業と競争するには、
CSR活動とCSR報告の両方が重要である
ことを理解するようなっている。実際、欧
州での初期の取り組みを通じ、CSRにお
いて成功し、利益につなげるための道筋が
効果的に実証されたことから、発展途上
国企業ではそれを見習うことによって成功
につなげている。

国別のCSR報告水準の著しい向上

国別に見ていけば、一部の国や地域がリー
ドしていることがわかる。例えば、北欧

諸国ではCSR報告を実施している企業の
数が著しく増加している。デンマークでは
24%から91%に、フィンランドでは44%か
ら85%に、スウェーデンではそれよりもや
や緩やかな増加であるが、60%から72%
に増加している。CSRに関する問題に対
する一般市民の関心の高まりが背景にあ
ると考えられるが、全ての国営企業に対し
てCSR報告を求めているスウェーデンや、
全ての上場企業に対してCSR報告を行うこ
と（またはCSR報告を行わない理由を説明
すること）を義務付けているデンマークな
ど、この分野における政府の方針によって、
CSR報告が促進されている可能性も高い
と言える。

KPMGの見解

CRS報告が増加していることは
歓迎すべきことである。
しかし、アジア大洋州の企業は
他の地域との差を縮めるために
一層の努力を行う必要がある。
特に、この地域の企業が直面し
ている特有の持続可能性上の
問題を考慮すれば、CSR活動
や報告を活発にするためには、
政府による介入が必要な場合が
あるかもしれない。

北欧諸国ではCSR報告を実施している企業の数が
著しく増加している

米州や中東欧では緩やかな増加

メキシコでCSR報告を行っている企業が2008年にはわずか17%
であったのに対して現在は66%にまで増加しており、北米全体と
しての伸び率が増加している。また、米国とカナダは確実に差を
縮めつつあるが、両国とも全体と比べて伸び率はそれほど高くは
ない。南米では、ブラジルで88%という注目に値する比率となっ
ている。

一方、中東欧では、他の地域に比べてCSR報告が伸び悩んでい
る国がある。しかし、ルーマニアやブルガリアといった国々では
CSR報告を行う企業の比率が比較的低いものの（いずれも54%）、
現在の経済的な混乱が安定すれば、この地域の企業はCSR活動

に関心を向けるようになると期待する見方が一般的である。

市場の開放や世界経済への統合がさらに進むことによって、CSR
報告の必要性に対する認識がこの地域において高まる可能性が
高いと考えられる。

従来のリーダーと新規参入者

予想どおりの結果かもしれないが、2008年調査で一歩先んじて
いた国はすべて、現在も引き続き上位を占めている。日本（2008
年には93%）と英国（2008年には91%）は、今回、それぞれ
99%と100%となっており、ほぼすべての企業がCSR報告を行っ
ている。

日本と英国ではほぼすべての企業がCSR報告を
行っている
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上位国に新たに加わった国として最も注目に値するのは、今回3
位にまで浮上した南アフリカであろう。南アフリカは過去におい
てもこの調査の対象となってきたが、CSR報告を実施している企
業の比率が、2005年調査では18%に過ぎなかったものの2008
年調査では45%にまで増加した。現在、南アフリカ企業の上位
100社の実に97%がCSR報告を行っている。この驚くべき急増
は、ひとえにコーポレートガバナンスに関するキング委員会（King 
Corporate Governance Commission）と同委員会によるコーポ
レートガバナンス規則（2010年施行）によるものだと言える。

世界の他の地域の企業にとって南アフリカでの進展から学ぶとこ

ろは大きいと考えられることから、南アフリカ企業について研究
することが推奨される。

新興市場

今回初めて調査の対象となった中国は、CSR報告の分野におけ
る従来のリーダーに追いつこうと全力疾走しているかのようであ
る。中国の上位100社のほぼ60%が既にCSR報告を行っており、
3年前の調査におけるスペイン、イタリア、オランダと並ぶまでに
なっている。比較できる過去のデータはないが、近い将来、中国
ではCSR報告がごく一般的なものとなることは疑う余地がない。

中国の上位100社のほぼ60%が既にCSR報告を
行っている

中国企業の増加と並ぶほどとは言えないものの、ロシア企業もビ
ジネスコミュニケーションの一環として急速にCSR報告を始めて
いるようである（58%）。ロシア企業の半数以上がCSR報告を実
施しているが、ロシアがCSR分野に取り組むようになったのが比
較的最近であることを考えると、これは今後の成長が大いに期待
できる兆しだと言える。実際、あらゆる兆候から中国とロシアにお
けるCSR報告の増加が続くことがうかがえる。次回の調査までに
は、現在のスウェーデン、スペイン、オランダの水準まで達するで
あろう。

しかしながら、CSR報告を行っている企業の比率が極めて低い国
があり、全ての発展途上国や新興国で一様に増加が見られたわけ
ではない。インドでは報告を行っている企業がわずか20%であり、
台湾では37%、イスラエルでは18%にとどまっている。先進的な
ビジネス慣行を率先して導入することで知られるシンガポールでも
CSR報告を行う企業は43%であり、比較的低い比率にとどまって
いる。
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企業規模が大きいほどCSR報告を行う傾向がある

調査結果は、一般に考えられているとおり、企業の規模が大きい
ほどよりCSR報告を行っていることを裏付けている。

売上高500億米ドル以上の企業においてCSR報告を行っている
企業の比率は、売上高10億米ドル未満の企業の2倍である。し
たがって、まだCSR報告を行っていない大企業は、近いうちに、

ライバル企業と比べて透明性が低いと見られるリスクを負うこと
になるだろう。また、この調査結果は、小規模な企業がCSR報
告を他社との競争における差別化要因として利用するとともに、
より規模の大きい企業がこれまでに実践してきたことから学ぶ余
地があることを示している。
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業種をランク付けする
業種別のCSR報告

従来のリーダーがトップに

いくつかの業種では、CSR報告は10年以上も前から「行って当然
のもの」とみなされている。特に、社会や環境に対する影響が著
しく大きい業種（例えば、エネルギーや天然資源に関連する業種）

では、比較的影響が大きくないと思われる業種と比較して、CSR
報告に対して積極的な姿勢が見られる。
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製薬業、建設業、自動車業では、それぞれ39ポイント、
33ポイント、29ポイント増加しており、注目に値する

主要な業種で予想に反した結果

しかし、CO2排出量の削減を積極的にビジネスに取り入れている
運輸業のように、一部の主要な業種のCSR報告率が比較的低
いことは予想外である（運輸業のCSR報告率は57%にとどまっ
ている）。

消費者が今まで以上に企業の社会的責任に関する情報について
意識するようになってきているにもかかわらず、卸売・小売業も依
然として下位の状態が続いている。それでも、卸売・小売業では
2011年調査のCSR報告率が前回の調査より26ポイント高くなっ
ており、かなり加速してきていることには留意すべきである。
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企業の所有形態との

関係はあるか
企業の所有形態別にみるCSR報告

上場企業がリード

予想されるとおり、企業の所有形態は企業のCSR報告に直接
的な影響を及ぼしている。現在、世界の上場企業のうち69%が

CSR報告を実施しており、それ以外の所有形態の企業と比べて
CSR報告がやや進んでいる傾向が見られる。

?
上場企業の約7割がCSR報告を行っている

上場企業に対する社会からの注目度が高いことがCSR報告の導
入を後押しする一因となっているとも考えられるが、だからといっ
て非上場企業がCSR報告に取り組む水準が低いと決めつけるべ
きではない。実際、多くの非上場企業が、社会における自らの役
割について、事業の社会的および環境的な側面も含め、より長

期的な視野を持っている傾向にある。数字において差が見られる
理由は、非上場企業ではCSR活動に関して公表し報告を実施す
ることについて、投資家やその他のステークホルダーからのプレッ
シャーが少ないということが考えられる。

KPMGの見解

同族企業やプライベートエクイティ所有の企業は、上場企業と比べ、外部から向けられる監視の程度が違うかもしれ
ないが、社会に対する正負の影響についての説明責任が免除されるわけではなく、現代のような情報化時代におい
ては、なおさらである。
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図表5：上場企業が引き続きCSR報告をリード

出典：KPMG CSR報告に関する国際調査2011

同族・オーナー企業上場企業 国営企業 財団所有の企業 プライベートエクイティなどの
職業投資家が所有の企業

協同組合

国営企業の比率は57%であり、上場企業に次ぐ高い報告率であ
る。これは、企業に対して模範を示す目的で、国営企業に対して
一定水準のCSR報告を義務付ける政策をとっている欧州の国々

（特に、オランダ、スウェーデン、デンマーク）で、平均よりも高
い値になっていることが結果を押し上げている。同様に、協同組
合で報告を実施しているのは全体の50%足らずであり、財団所有
の法人では50%をわずかに上回る程度となっている。

プライベートエクイティ所有の企業は出遅れ

これまでのところ、プライベートエクイティなどの職業投資家が所

有する企業および同族企業においてCSR報告を行っているのは、
それぞれ46%、36%と少ない。これは、一般の投資家からの監
視の度合いが低く、報告よりも実際の取り組みを重視するという
傾向によるものと思われる。しかし、価値を最大化するため、所
有する企業のポートフォリオを管理し、報告を行う上で、CSRを
重要な要素と捉えるプライベートエクイティ投資会社が増え始めて
いる。こうした考え方が主流になれば、プライベートエクイティの
所有する企業がCSR報告を行う割合は、近い将来、急上昇する
であろうと予想される。

所有する企業のポートフォリオを管理し、報告を行う
上で、CSRを重要な要素と捉えるプライベートエクイ
ティ投資会社が増え始めている
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CSR報告を動機付ける
ビジネス上の要因
最上位は「評判」

ハイライト

◦	�評判への配慮が引き続きCSR報告を後押ししている。「イノベーション」や「学習」の重要性が増している。

◦	�G250企業のほぼ半分が、CSRプログラムによって得られる経済的価値について言及しているのに対して、
N100企業で経済的価値について言及している企業は3分の1である。

KPMGの見解

上位企業のほぼ半数が、CSRへの取り組みを通じ
て経済的利益が得られることを既に明らかにしてい
る。さらに、CSR報告を動機付ける主要な要素とし
て「イノベーション」と「学習」の重要性が増してい
ることから、CSRは倫理的義務からビジネス上の重
要課題へと変質していることは明らかである。

KPMGの見解

コスト削減はその大部分が企業内部の変化の結果で
あり、直接管理することや影響を及ぼすことが可能
である。したがって、CSRの取り組みによる経済的
価値として比較的容易に実現することができる。し
かし、収益力を高め、マーケットシェアを拡大する
ことを目的として、CSRの要素を製品やマーケティ
ングに取り入れるためには、製品開発やサプライ
チェーンの効率に対して、企業自らプロセスやアプ
ローチを大幅に変えることが求められる。

「評判」が順位を上げている

2008年調査においてCSR報告を動機付けるものとして挙げられ
ていた主要なドライバーの多くは現在も引き続き重要であるが、
報告企業にとっての重要度の順位にはやや変化が見られる。世
界的に「評判またはブランドへの配慮」が最上位（G250企業の
67%）のドライバーとなっており、一方で「倫理的配慮」も依然
としてリストの上位（58%）にある。やや意外なことに、今回は、
2008年調査で2位を占めていた「経済的な理由」を挙げた企業が、

「従業員のモチベーション」や「イノベーションと学習」を挙げた企
業よりも少ないという結果になっている。

収益に対する効果を求めて

当然のことながら、多くの企業は自らのCSRプログラムから収益
が得られるかどうかに関心がある。私たちの調査によると、それ
は可能である。G250企業の半数近く（47%）が、経済的価値は
得られると報告している。しかし、N100企業の場合には、この
数字は3分の1未満になっている。G250企業のうち経済的便益
があったとしている企業では、増益またはコスト削減のいずれか
を挙げた企業が最も多く、僅差でマーケットシェアが次いでいる。
N100企業でも、増益やコスト削減による直接的な価値に重点を
置く傾向が見られた。これには、企業がCSRの直接的なビジネス
インパクトについて一層理解を深めていることが影響していると考
えられる。
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出典：KPMG CSR報告に関する国際調査2011

図表6：「評判」と「倫理的配慮」をCSR報告の動機付け要因として挙げるG250企業が多い

評判またはブランド

倫理的配慮

従業員のモチベーション

イノベーションと学習

リスクマネジメント

資本調達または株主価値の向上

経済的な理由

サプライヤーとの関係強化

市場でのポジションの向上

政府機関との関係向上

コスト削減

G250企業の半数近くが、CSRへの取り組みによって
経済的価値が得られると報告している

「グリーン」製品の盛衰

「グリーン」製品市場の成長は、上述したCSR報告を動機付ける
ドライバーの多くと直接関係している。例えば、そのような製品
が販売されるとブランドの評判が高まり、したがってマーケット
シェアや収益も伸びる。それらはイノベーションと学習の当然の
帰結とも言える。また、そうした製品は、特定の倫理的配慮や消

費者市場セグメントに対応するものである。この傾向はG250企
業でより顕著であり、その62%がグリーン製品や持続可能な製品
を商品化している。同じように報告しているN100企業の比率は、
G250企業よりも少ない（45%）。

KPMGの見解

グリーン製品や持続可能な製品との蜜月は必ずしも長くは続かないことを示す例は数多くある。近い将来、消費者
やステークホルダーは、全ての製品ができる限り環境にやさしく社会的にも責任のある製品であることを期待するよ
うになり、事実上、全ての製品がグリーン製品になってしまうだろう。いずれ、持続可能な製品という利点は、価格、
品質、有効性と同じ類の、ブランドを差別化する多くの特徴のうちの一つに過ぎなくなるであろう。
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国際基準と進化する

プラットフォーム
一貫性とアクセスのしやすさへの努力

ハイライト

◦	�G250企業の80%、N100企業の69%がGRIのサステナビリティレポーティングガイドラインを利用している。

◦	�CSR報告を伝達するのに複数の媒体を使う企業が増えている。G250企業のうち、独立したCSR報告書の
みを発行している企業は20%に過ぎず、CSR報告をウェブサイトでの開示のみ、または年次財務報告書での
開示のみに限定している企業もわずか10%であった。

KPMGの見解

CSR報告に際して、年次財務報告書での開示など、単一のコミュニケーション手段を使い続けている企業は、早晩、
複数の媒体を使ってCSRデータを提供し、様々なステークホルダーグループに訴求している競争相手に対して、不
利な状況に立たされることになるだろう。しかし、複数の媒体を用いてCSRデータを提供するためのシステムやプロ
セスを設計することは、多くの組織にとって複雑なものとなる可能性がある。

標準的なCSR指標があれば、自らのパフォーマンス
について、自社の目標や外部の競争相手と一貫性の
ある方法で比較することが容易になる

標準的なCSR指標や報告原則の開発は重要である。一つには、
企業のCSRへの取り組みによる価値やインパクトについて、CSR
報告書の利用者が、全体的な比較分析や同業他社との比較分析
を実施できるようになっていなければならないということがある。

経営者にとっても、標準的なCSR指標があれば、自らのパフォー
マンスについて、自社の目標や外部の競争相手と一貫性のある方
法で比較することが容易になる。

取り組みの実績をどのように伝達するかということも、引き続き課
題である。しかし、CSR報告を行っている企業のほとんどは、コ
ミュニケーション活動と報告書がCSR報告の重要な構成要素であ
るという考えで一致しているように見えるが、そのための方法や推
奨される媒体は一つではない。その結果、世界各国で発行される
CSR報告書の形式やアクセスのしやすさにはばらつきが見られ、
企業間や業種間での比較可能性に引き続き影響を及ぼしている。

確立された国際基準

2008年に報告を行った際にも、GRIによるサステナビリティレ
ポーティングガイドラインは、既にCSRの事実上の国際基準とし
て広く採用されていた。今日、GRIの位置づけは間違いなく高まっ
ており、G250企業の80%、N100企業の69%がGRIによる報告
基準に沿った報告を実施している。

20	 KPMG International Survey of Corporate Responsibility Reporting 2011

© 2011 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG network of independent 
member firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved.



17
2121

80

13
1920

77

131719

69

28

1013

69

20112008

N100

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

G250

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

図表7： CSR報告における世界基準は引き続きGRIガイドラインである

出典：KPMG CSR報告に関する国際調査2011

その他GRIガイドライン 会社独自の基準 国で定める
報告基準

その他GRIガイドライン 会社独自の基準 国で定める
報告基準

一方で、GRIは世界各国へのガイドラインの普及に力を注いでい
る。特に、中国と米国における普及に力を入れており、米国証券
取引委員会（SEC）や国際会計士連盟（IFAC）といった従来から
の基準設定機関と連携を図ろうとしている。

GRIは、現在、2013年に発行予定の次世代のガイドライン（G4
ガイドライン）の草案策定に取り掛かっているが、このガイドライ
ンは、ここ数年におけるCSR報告の実務や規制の変化に対応し
た最新の基準を反映したものになると期待されている。

GRIについて
GRIはネットワークを基盤とする組織であり、CSR報告に関する包括的な枠組み作りを行っており、この枠組みは世界
中で広く用いられている。GRIには、世界各国の企業、市民団体、労働者団体、学識経験者、専門家団体が参加して
いる。GRIの主な目的は、環境、社会、ガバナンスにおける組織のパフォーマンスに関する情報開示を普及させることに
ある。GRIは、国際統合報告委員会（International Integrated Reporting Committee: IIRC）を創設した団体の一つで
あり、CSR報告における次のステップは統合報告であると確信している。

G250企業の80%、N100企業の69%がGRIによる
報告基準に沿った報告を実施している

KPMGの見解

GRIガイドラインは、引き続き事実上の基準であり
続けると思われるが、一方で、情報の質やCSR活動
の定量的な成果をベンチマークできるような国際基
準がさらにあれば、CSR報告を行う世界各国の企
業にとって有益になると考える。
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全体的にCSR報告を一つの媒体のみに頼っている
企業は急速に減少している

より多くの受け手に向けて複数の報告形式を組み合わせる

私たちの調査からは、様々なステークホルダーにとってアクセス
が容易で網羅的かつ専門的な方法で伝達する手段を見出すという
点では、ほとんどの企業が依然として試行錯誤していることがわ
かる。2008年調査の際は、まだ独立したCSR報告が主流の媒
体と考えられていた。CSR報告書をPDF形式で一括提供する方
法がより好まれる一方で、企業は、複数の形式のメディアを活用
して自らの報告をより一層効果的に発信するようになってきている
ように思われる。

例えば、現在、多くの組織（約40%）がCSR情報開示のためのウェ
ブサイトをコミュニケーション手段として採用しているが、これに
より多くの受け手が情報にアクセスしやすくなり、情報の利用者
は様々な観点からデータを分析することが可能になっている。統
合的な報告の一環として、CSR指標を年次財務報告書に統合す
る企業も増えており、さらにはステークホルダーのアクセスのしや
すさを向上させる目的で、携帯端末のアプリケーション（iPad用
アプリケーションなど）を開発する企業も、数は少ないながらも増
えてきている。

現在、独立したCSR報告書のみに頼っているG250企業は20%
であり、ウェブサイトでの開示や年次財務報告書のみに頼ってい
る企業はさらにそれよりも少ない（10%）。このような傾向は、読

者がそれぞれのニーズや関心に合わせてCSRデータを分析するこ
とを企業が積極的に推奨するような、新たな「誠実な」CSR報告
の時代の始まりを示しているように思われる。
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統合報告への道
統合報告に関するベンチマーク

ハイライト

◦	�G250企業の27%、N100企業の20%の企業が、年次財務報告書の中で何らかの形のCSR報告を行ってい
る。G250企業の18%、N100企業の11%は、年次財務報告書の中にCSRについて取り扱った章を設けてい
るが、報告の質や定量的なデータが伴っていない。

◦	�年次財務報告書の中でCSR報告を行っているG250企業の62%は、CSRについて取り扱っている章の中で
CSR情報の要約を掲載している。

過去3年間で、統合報告という概念は、CSR報告における課題
として急速に浮び上がってきた。最も単純な方法として、主要な
CSR情報を一つの独立した章として企業の年次財務報告書の中
に含めるという方法が採られるようになってきている。しかし、私
たちは、この単純な方法は、「統合報告（integrated reporting）」
というよりもむしろ「結合報告（combined reporting）」と呼ぶほ
うが適切であると考える。統合報告は企業のビジネスパフォーマ
ンスの全体像について包括的に報告することを意味しているが、
私たちの調査では、多くの企業が既に取締役報告書（directors’ 

report）の中でCSR情報を公表していると見られるからである。こ
の点について、私たちの調査からは、統合報告についての捉え方
がより洗練される可能性があることがわかる。2010年に国際統
合報告委員会（IIRC）が設立されたことにより、統合報告は世界
的に注目を集めるようになった。そして、今や統合報告は世界中
の企業にとって、取締役会レベルでの検討事項とされているか、
まだ検討されていない企業でも、今後は検討されることになるで
あろう。

KPMGの見解

企業報告をさらに価値のあるものにするための次のステップとして、KPMGは統合報告の発展
を支持している。そして、企業がビジネスレポーティングに一層力を入れるのに伴い、これから
数年のうちに様々な形の統合報告が大幅に増えるであろうと予想している。
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IIRCとは
国際統合報告委員会（IIRC）は、国際的に合意された統合報告枠組みを構築することを目的とし
て2010年に設立された。IIRCは、財務の専門家とサステナビリティに関する専門家の両方の代
表者によって構成されており、財務、環境、社会、ガバナンスの情報を、明瞭、簡潔かつ一貫し
た比較可能な形で、統合して提供することができる開示枠組みの構築に取り組んでいる。

統合のレベル

私たちの前回の調査では、G250企業のうち何らかの形の統合（結
合）報告を既に行っていた企業は、4%にとどまっていた。今では、
G250企業の4分の1強が、取締役報告書または年次財務報告書
の中でCSRを取り扱った章、もしくはその両方においてCSR情報
を記載している。さらに詳しく見ると、CSR報告を統合している
と答えた企業の大部分（62%）は、年次財務報告書の中にCSR
について独立した章を設けているだけにとどまっていることがわか
る。圧倒的多数の企業が複数の媒体でCSR情報を伝えるように
なっていることを考えると、統合報告は明らかに単なる年次財務
報告書のプロセス以上のものであると考えられる。

しかし、このようなCSR報告における新しい試みという点で、
N100企業は現在のところ、グローバル企業に後れを取っている
状態である。N100企業はCSR報告を年次財務報告書の中の独

立した章での報告に限定する傾向がより強く、CSR情報を取締
役報告書の中で報告する企業はやや少ない。また、G250企業
の18%、N100企業の11%は、年次財務報告書の中にCSRにつ
いて取り扱った章を設けているが、報告の質や定量的なデータが
伴っていないということについても留意する必要がある。これらす
べてのことが、統合報告はまだ実験的段階にあることを示している。

統合報告を行う企業の割合が増えてきていることは期待できる傾
向ではあるが、その多くが組織の財務報告の枠組みの中にCSR
報告を完全に統合するのではなく、情報を結合して一つの文書に
する方法をとっている。現在、環境および社会についての情報を
その他の主要な企業情報とほぼ同等に取り上げて取締役報告書
に記載している企業は、15社に1社の割合である。

KPMGの見解

私たちの調査では、財務情報とCSR情報を単に一つの文書で報告している報告書も数多く見受けられたが、統合
報告の最終的な姿は、財務報告とCSR報告を組み合わせ、企業価値に影響を与える主要な要素についてのパフォー
マンスを企業戦略に照らして統合的に報告するためのものになるであろうと考えている。しかし、現在の段階は、
統合報告の最終形へと発展していくまでに企業が当然たどる学習過程の一部であるということも私たちは認識して
いる。
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図表9：統合報告を動機付ける要因

CSRの本業への統合

評判またはブランド

イノベーションと学習

リーダーシップ

資本調達または株主価値の向上

経済的な理由（コスト削減）

統合報告の流れに沿うため

12%

62%

26%

7%

68%

25%

G250 N100

図表8：本当の統合報告はまだ定着していると言えない

出典：KPMG CSR報告に関する国際調査2011

取締役報告書で開示するとともに、年次財務報告書に独立した章を設けている取締役報告書で開示 年次財務報告書に独立した章を設けている

CSRがビジネス戦略に完全に統合されているのであれば、
CSRは年次財務報告書においても不可欠な構成要素となるはずである

統合報告の動機付けとなるもの

CSR報告を行う動機について明らかにしているG250企業のうち、
動機として本業へのCSRの統合を挙げている企業が最も多かった

（統合報告を行っている企業の過半数）。これは、一般的にCSR
がビジネス戦略に完全に統合されているのであれば、CSRは年次

財務報告書においても不可欠な構成要素となるはずであると考え
られていることの表れだといえる。今回の調査からは、その他に、
イノベーション、評判、資本調達または株主価値の向上なども主
要な動機であることがわかった。
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*Audit Analytics, IVES Group

品質の定量化

ハイライト

◦	�G250企業の3分の1、N100企業の20%強がCSR報告書で過去に報告した数値の修正を行っており、データ
の質は重要な問題である思われる。

◦	�G250企業の35%、N100企業の40%が現在、CSRに関するガバナンスまたは内部統制の仕組みについての
情報を掲載していない。

質の高い

データを目指して

財務報告の場合とは異なり、CSR情報の開示に
ついては、ほとんど規制が行われていない

良い修正

今回の調査からは、特に規模がより大きく複雑な組織ほど、CSR
報告における過年度数値の修正がかなり一般的に行われているこ
とがわかる。過年度修正を行った企業は、G250企業では3分の
1だったのに対して、N100企業では20%強となっている。しかし、
このデータは、CSR報告書の情報は総じて信頼できないというこ
とではなく、むしろ、CSR報告の世界が変化し続けていることを
示すものである。過年度修正を行ったG250企業のうち42%は報
告範囲の変更（多くは拡大）のため、44%は算定や推計の方法の
改善のため、28%は定義の変更に伴い、修正を行っている。

しかし、修正を行ったG250企業の35%は、その理由として誤謬
や脱漏を挙げており、これは財務報告において一般的に許容さ
れてきた割合と比べてはるかに高い。2010年に財務諸表を訂正
したFortune 1000企業の比率は3.1%*であり、これはCSR報告
が財務報告と同じ水準の厳格さに達するためにはまだ長い道のり
を要することを意味している。興味深いことに、誤謬や脱漏のた
めに過年度数値の修正を行ったN100企業の比率は29%であり、
G250企業の比率よりも若干少ない。

財務報告の場合とは異なり、CSR情報の開示については、ほと
んど規制が行われていない。しかし、企業が事業活動を行う上で
CSRや持続可能性が急速に重要な課題になっていることに伴い、

CSR情報の開示においても、財務報告の中で既に構築されてい
るものと同様のプロセス、情報システム、内部統制、ガバナンス
を構築することが組織にとってますます重要になってくるであろう。

試行錯誤

過年度修正が全体的に多いということは、CSR報告へのアプロー
チが成熟しつつあるということを示している。次章で見るように

（29ページの図表10）、第三者保証を通じ、CSR報告における内
部統制やプロセスについて評価を受ける企業が増えている。過年
度修正の多くは、第三者保証を通じ、開示する情報が質的に改

善している結果であると考えられる。事実、私たちの調査では、
第三者保証を受けている企業のほうが過年度修正を行う比率は高
くなっており、これは明らかに第三者保証の結果として改善が行
われていることを裏付けるものである。
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KPMGの見解

現在のところ、CSR報告はまだまだ新しい分野であり、ほとんどの企業では、それに対応するために情報システム
やプロセスをゆっくりと構築しているように思われる。しかし、長い目で見れば、CSR報告における過年度修正、誤謬、
脱漏は、開示データに対する投資家の信頼を損なうだけでなく、組織の全体的なガバナンスや内部統制の質も劣化
させる可能性がある。私たちは、企業がCSR報告の統合を真剣に考えようとするのであれば、CSR報告のための
情報システム、ガバナンス、内部統制、マネジメントを、現在の財務報告と同等の水準にまで高める必要があると
考える。

CSR報告の質を維持するためには、質の高いCSR
情報と第三者保証の利用の拡大が必要である

事実、第三者保証を受けている企業が過年度数値の修正を行う
比率は、受けていない企業の倍である。これは、CSR報告の質
を維持するためには、質の高いCSR情報と第三者保証の利用の
拡大が必要であることを示唆している。しかし、CSR報告の進化

に対応するために企業がデータ収集の方法を継続的に改善する一
方で、企業内部のプロセスに対してこれまで以上に焦点を当てる
必要性が高まっていると言えよう。

情報システムやプロセスについての報告

統合報告を行うためには質の高い有益なCSR情報の開示が重要
となるが、そのためには、企業は適切なガバナンスと内部統制の
仕組みを構築する必要がある。しかし、現在、G250企業の3分
の1以上、N100企業の40%が、CSRについてのガバナンスや内
部統制に関する情報を報告書の中に記載していない。ただし、こ

れは必ずしもCSRについてのガバナンスや内部統制が欠如してい
るということを示しているのではなく、単に、企業がそれぞれの情
報開示の方針に従い、これらについて開示しないという選択をし
たということもあるだろう。

CSR報告を行っている企業のほぼ半分は、CSRに
ついての取締役の責任や関与に関する情報を開示
していない、あるいは、取締役にそのような責任が
与えられていないか、そもそも取締役が関与していない

CSRに対する取締役の責任と関与は、CSR報告を組織に定着さ
せるための重要な条件になると考えられるが、興味深いことに、
CSR報告を行っている企業のほぼ半分は、CSRについての取締
役の責任や関与に関する情報を開示していない、あるいは、取
締役にそのような責任が与えられていないか、そもそも取締役が
関与していない。しかし、取締役の関与について報告している企
業の大部分では、監査役がCSRおよびサステナビリティ活動に適
切に関与していることについても報告している。CSR報告が進化

の途上にあるということを考えれば驚くべきことではないが、サス
テナビリティ情報報告のためにITシステムを活用している企業はご
く少数である（G250企業の20%、N100企業の12%）。明らかに、
ほとんどの企業では、報告のための手順の確立や責任の明確化
に注力している。しかし、データの品質や価値を長期的に改善し
ていくため、多くの組織では、CSR報告を現在のITインフラにど
のように統合すべきかを模索し始めるであろう。
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CSR保証の現状
保証を最大限に利用

ハイライト

◦	�鉱山業の51%および電力・水道等の46%がCSR報告書の保証を受けているが、全体の数としては他の業種
に大きく後れを取っている。

◦	�企業にとって保証を受けることを動機付ける要因としては「信頼性の向上」が最も多く挙げられており、これ
に「報告される情報の質の向上」が僅差で続いている。

◦	�保証を受けている企業のうち、G250企業の70%以上、N100企業の65%近くが、大手監査法人に保証を
委託している。

ステークホルダーや投資家が企業価値を認識する上でCSR報告
がより大きな役割を果たすようになるにつれて、CSRデータの品
質や信頼性を対外的に示したいと考える企業は増えると考えられ
る。したがって、CSRデータについて検証を行うために第三者保
証を利用する企業が、G250企業で46%、N100企業で38%しか
存在しないことは驚くべきことである。確かに2008年調査での

数字よりもいくぶん増加してはいるが、次の意味で問題含みであ
る。すなわち、第三者保証を受けていない企業は、将来において
過年度数値を修正するというリスクを負っているだけでなく、CSR
情報を財務情報（通常、監査の対象となっている）ほど重要とは
捉えていないというメッセージを発信していることである。

KPMGの見解

特に多くの企業が経験している昨今の「信用危機」を考えれば、CSR報告書について保証を受ける企業の増加のペー
スが遅いということは驚くに値する。第三者保証についてもっと急速な伸びを予想していた人もいるであろうが、私
たちは、統合報告への流れが勢いを増すとともに、保証を受ける企業は増えていくと予測する。結果的に、多くの
企業は、CSRデータだけでなく、統合報告プロセスの基盤となるシステムや内部統制を構築するために、引き続き、
財務やビジネスの幅広いバックグラウンドを有する大手監査法人に第三者保証を依頼するであろう。統合報告を採
用する企業が増えることに伴い、統合保証、つまり、監査人が企業の報告書の中で開示される全ての情報に対して
一つの保証報告書を発行するということも考えられるであろう。これが現実のものとなるためには、職業的および
法的なハードルを乗り越えなければならず、容易なことではないが、統合報告書の読者やステークホルダーにとって
最も有益であるのは統合保証であると私たちは考える。
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図表10：CSR報告書に対して保証を受けている企業の割合
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KPMGの見解

私たちは、データの品質や内部統制を改善するためには、第三者保証の利用が最も効果的であると考える。第三者
保証からより多くの価値を導き出すためには時間を要するため、できるだけ早い時期に保証を受け始めるほうが望ま
しい。
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図表11：保証報告書が付されているCSR報告書

G250企業の約45%がCSR情報の検証のために
第三者保証を利用している

対価を得る

CSR報告書について第三者保証を受ける企業が得ているメリット
には様々なものがある。N100企業のおよそ3分の1は、第三者保
証がステークホルダーや投資家に対してCSR報告の信頼性を向
上させていることを挙げている。第三者保証を受けることを動機

付ける要因としては、「報告される情報の質の向上」が僅差で続い
ている。G250企業でもN100企業でも、多くの企業は、第三者
保証を受けることによって報告プロセスが改善したと述べている。

およそ3分の1は、第三者保証がステークホルダー
や投資家に対してCSR報告の信頼性を向上させて
いることを挙げている

保証業務の市場

企業のCSR報告の実務が成熟するに伴い、CSR報告書に対する
保証業務の市場も変わってきているが、主たる保証提供者は前回
調査から大きく変わっていない。保証提供者の中では、大手監査
法人が、G250企業では71%、N100企業では64%の市場シェア
を確保している。大手監査法人以外では、技術専門会社がシェ
アを落としている一方で、その他の保証提供機関がシェアを若干

伸ばしている。2008年調査では、G250企業の約4分の1が専門
的な保証提供機関ではない第三者、例えば、NGO、有識者、ス
テークホルダーパネルなどからのコメントをCSR報告書に掲載し
ていた。

この傾向は、今回の調査でもおおむね変化がなく、専門家（有識
者など）やNGOからのコメントが第三者意見の大半を占めている。
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KPMGのClimate Change & 

Sustainability 
Servicesについて
CSR報告をはじめとする、サステナビリティや気候変動に関連す
る問題が企業にとっての最重要課題となっています。KPMGメン
バーファームは、複雑に進化し続けるCSR報告を取り巻く状況に
ついて、よりよい理解を支援し、サステナビリティ戦略の最適化
のためのサポートを行っています。KPMGのClimate Change and 
Sustainability Services（CC&S）では、サステナビリティおよび
気候変動に関する保証業務、税務、アドバイザリー業務を提供し、
組織が戦略的な視点からサステナビリティを事業運営に活かせる
よう支援しています。私たちは、25年以上にわたり大手企業や公
共機関を支援してきた経験から、世界の大手企業と幅広く関係を
築きあげ、サステナビリティにおける課題の解決に貢献しています。
また、CC&Sのネットワークは40ヶ国に広がっており、このネット
ワークによって一貫性のあるグローバルなアプローチによるサービ
スを提供し、業種や国境を越えたサービスで多国籍組織の複雑
な経営課題に対応することを可能としています。私たちは、次の
分野で組織に対する支援を行っています。

◦	�CSR戦略支援

◦	�サステナビリティに関するリスクとチャンスの分析

◦	�CSR ／サステナビリティ／温室効果ガスのためのITシステムの
設計および実施

◦	�規制枠組みの評価および最適化（税制、CO2排出量規制を含
む）

◦	�サプライチェーンにおけるサステナビリティ評価

◦	�税制優遇措置およびクレジット・レビュー

◦	�CSR報告および保証（プレ保証業務および温室効果ガス検証
を含む）

KPMG International Survey of Corporate Responsibility Reporting 2011       31

© 2011 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG network of independent 
member firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved.



2011年調査の対象国

オーストラリア インド スロバキア

ブラジル イスラエル 南アフリカ

ブルガリア イタリア 韓国

カナダ 日本 スペイン

チリ メキシコ スウェーデン

中国 オランダ スイス

デンマーク ニュージーランド 台湾

フィンランド ナイジェリア ウクライナ

フランス ポルトガル 英国

ドイツ ルーマニア 米国

ギリシャ ロシア

ハンガリー シンガポール

濃い緑色は2011年調査ではじめて調査対象となった国を示す。

調査方法
KPMGは今回、CSRに関する34の項目について企業が開示して
いる情報を根拠として調査を実施した。KPMGでは、業種別およ
び国別に見たCSR報告の普及度、報告基準の利用、保証の役
割と活用、CSR報告を動機付ける要因といった、過去の調査と
同じ項目について引き続き調査を行うことによって、経年的傾向
についてのデータをまとめることができた。今回の調査では、各

国の上位100社の調査対象国を34ヶ国にまで拡大した。

調査には、2010年のFortune Global 500に基づくグローバル企
業250社（G250企業）を対象に含めた。さらに、次の表に示し
た34ヶ国の各国の上位100社（N100企業）も対象として含めて
いる。

34ヶ国の各国の上位100社は、各国で一般的に用いられる情報
源による売上高ランキングに基づいて特定した。ランキングが存
在しないまたは不完全な場合には、時価総額やその他の業種ご
とに適した手法を用いて売上高ランキングのリストを作成または補
完した。所有形態や運営形態には関係なく、全ての法人を対象と
した。

本調査では、企業による情報開示の傾向を分析することを目的と

していたため、公になっているCSR情報のみを調査の対象とした。
情報源は、CSR報告書またはサステナビリティ報告書、企業の
ホームページ、年次財務報告書に限定した。

最初に、2010年半ばから2011年半ばにかけて企業が発行した
CSR報告書またはそれと類似する情報を探し、その期間中に報
告書を発行していない企業については、2009年の報告を用いた。
2009年より前に発行された情報は対象としなかった。

出典：Fortune Global 500 ranking 2010 – http://money.cnn.com/magazines/fortune/global500/2010/full_list/index.html
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